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Ⅱ．熊本県地域結集型共同研究事業の総括（熊本県） 

 （１）県の産業・科学技術政策について 

本県においては、昭和４０年代前半に三菱電機、ＮＥＣが半導体の生産を開始したことが、半導体

産業集積の起源となっており、その後、昭和５９年にテクノポリス計画の承認を得て以来半導体をは

じめとした高度技術産業の導入・育成に積極的に取り組んできた。また、平成１１年５月には、これ

からの地域経済活性化の原動力となる科学技術の振興に本格的に取り組むべく、「熊本県科学技術振

興指針」を策定し、戦略的産業分野の一つ（新製造技術分野）として半導体生産技術の高度化を積極

的に進めることとした。 

地域結集型共同研究事業は、まさにこうした目標に合致する事業であり、県政の最重要プロジェク

トとして位置づけられた。 

本事業採択後も「熊本県総合計画」や「熊本県工業振興ビジョン」などの本県の産業・科学技術政

策に、本事業による産学行政の共同研究推進や半導体生産技術に関する研究開発の拠点（地域ＣＯＥ）

形成、半導体教育・研修システムの構築による技術力の向上支援が明記されている。 

また、本県の産業・科学技術政策を推進するうえでは、県工業技術センターが地域企業の技術支援

の中核を成し、高度な技術力の醸成と技術ポテンシャルの向上が必要であるとして、本事業に係る共

同研究への参画を積極的に推進した。 

このような中で、本事業による研究開発の推進は、半導体分野をはじめ、他分野への展開などの研

究開発のみならず、人材育成、大学との連携強化、戦略的な企業誘致及び新産業創出など、県のリー

ディング産業である半導体産業全体の振興へとつながった。 

さらに、本県では、本事業を中心としたこれらの取り組みを産業政策として明確に位置づけるため、

「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」を平成１５年３月に発表した。 

その後も国の構造改革特区である「熊本県半導体産業特区計画」の認定（平成１５年８月）及び「熊

本県半導体関連産業地域再生計画」の認定（平成１６年６月）へと県の産業・科学技術政策にも大き

な影響を与えた。 

以上のように、本事業は、県政の重要事業と位置づけられており、県政の目標に沿った方向で進め

られ、将来の半導体関連産業の発展はもとより、半導体製造技術を応用したバイオテクノロジー、医

療・福祉等他分野の技術開発にも大いに貢献できているものと考えている。 

県の産業・科学技術政策については、図Ⅱ－（１）参照 

 

 （２）本事業の取り組み概要 

   ①事業推進の組織体制 

     本事業の組織体制として、事業総括に中核機関の（財）くまもとテクノ産業財団魚住汎輝専務理

事（平成１５年９月までは松村敏人氏）、研究統括に東北大学大見忠弘名誉教授、副研究統括に熊

本大学久保田弘教授、新技術エージェントに平田機工(株）中村秀代表取締役副社長、（財）くまも

とテクノ産業財団直居哲氏に就任いただいた。その後、県としても、なお一層の事業化推進を図る

ため、県商工観光労働部新産業振興課平野譲二課長が副事業総括に就任した。 

さらに、事業を推進する体制として、「研究交流促進会議」、「共同研究推進委員会」、「共同

研究推進委員会ワーキンググループ会議」、「事業化推進委員会」及び「グループメンバー会議」

を設置した。また、これらの会議とは別に、弁理士や経営コンサルタントによるスキルバンクを構

築するとともに、特許相談会や特許出願審査会を実施した。 

研究開発の体制としては、（有）熊本テクノロジーをはじめとする３９社の企業、熊本大学をは

じめとする６大学、熊本県工業技術センター、（財）くまもとテクノ産業財団電子応用機械技術研
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究所を含む３公設試が参加した。 

また、本事業の研究開発と並行した人材育成の取り組みとして、ネットワーク型半導体教育・研

修システムを構築するため、熊本大学工学部長を委員長とする「教育検討委員会」及び（財）くま

もとテクノ産業財団鶴島研究理事を座長とする「教育検討委員会ワーキンググループ会議」を設置

した。 

なお、本事業の中核機関である（財）くまもとテクノ産業財団においては、地域結集型プロジェ

クト推進室（その後Ｈ１６．４には、事業推進体制を強化するため、特定プロジェクト研究グルー

プに改組）を設置する等、事業実施体制及び研究環境の整備等を行い、事業の円滑な推進のため、

副研究統括を中心に関係機関の担当者と週に１回の定例会を開催した。 

   ②研究開発の概要 

研究開発テーマである「超精密半導体計測技術開発」は、コアテーマに「超精密高速ステージ開

発」、サブテーマに「計測技術開発」、「デバイス形成技術開発」を掲げ、８つの小テーマに基づ

き実施。 

   【研究課題】超精密半導体計測技術開発 

【コアテーマ】 

超精密高速ステージ開発 

超精密高速ステージ開発 

（ステージ制御応用技術開発） 

（高出力圧電素子技術開発） 

（ステージ軽量化技術開発） 

３次元形状計測手法開発 【サブテーマ】 

計測技術開発 プローバ高周波計測技術開発 

プラズマ異常放電監視法開発 

レジスト塗布・現像プロセス開発 

次世代実装対応めっき技術研究開発 

液晶光プローバ開発 

（液晶輝度ムラ検査装置開発） 

（膜厚ムラ検査装置開発） 

【サブテーマ】 

デバイス形成技術開発 

微細加工・計測技術開発 

・超精密高速ステージ開発では、位置・寸法精度をサブナノメーターレベルに保ちながら高速な移動を

可能にするアクチュエータ及びステージシステムの開発 

・３次元計測手法開発では、３次元計測を可能にする電子ビームティルティングを収差なく実現するこ

と 

・プローバ高周波計測技術開発では、高周波対応の微細なプローブで電磁界結合のない構造と信号処理 

・プラズマ異常放電監視法開発では、正常なプラズマ装置でおきるはずのない異常放電の検出 

・レジスト塗布・現像プロセス開発では、矩形状試料へのスピンコーティング 

・次世代実装対応めっき技術研究開発では、高周波対応超平坦めっきにおける無粗化で密着性を向上さ

せる技術開発 

・液晶光プローバ開発では、人の目に見えない輝度むら自動検査 

・微細加工・計測技術開発では、超極薄膜による拡散防止性能の発現 

を当初からの研究開発のテーマとした。 

その後、研究テーマ毎の目標を達成するまでのスケジュールを示した線表に基づき、中間評価におい

てすでに目標を達成していたものと着手進行中のものと整理をした結果、マスク検査技術グループを微

細加工・計測グループに改編し、遅れている部分の推進を図った。またグループの成果を他の事業につ
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なげるプロセスとして、本事業の研究成果をシーズとしてそれを具体的に事業化・製品化するために経

済産業省の地域新生コンソーシアム研究開発事業等の公募事業に提案を行い、事業化を促進した。例え

ば、半導体以外の分野では細胞の中に針を差し込んでその中の小器官を入れかえる「ナノサージャリー

システム」が熊本発の技術として代表的であり、国際ナノテクノロジー展（Ｈ１４．３）においてバイ

オテクノロジー部門賞に輝いた。この技術は半導体分野にも必ず波及がリターンすることが期待される

技術であり、針をどこに持っていくかという３次元マニピュレーション技術、非常に微小な細胞組織を

入れかえるための道具としてのナノピペット、そしてナノピペット先端からＤＮＡなどの流体を正確に

吐出、吸引するフェムトリッターポンプなどがある。 

 

 （３）事業成果の概要 

   ①研究環境の整備 

本事業の成果としては、中核機関である（財）くまもとテクノ産業財団に特定プロジェクト研究

グループを設置し、コア研究室として共同研究棟が整備（Ｈ１３．３にはクリーンルーム完成）さ

れ、研究環境及び体制が整備された。また、Ｒ＆Ｄ型企業向けの貸し工場である熊本新事業支援施

設（Ｈ１３．１）や熊本大学サテライトベンチャービジネスラボラトリー（Ｈ１３．４）、熊本大

学インキュベーション施設（Ｈ１４．１０）が相次ぎ完成し、サブコア研究室として本事業に係る

研究が実施されるなど、研究開発の環境及び体制が整備され、研究開発の拠点化と研究施設等のネ

ットワークが構築された。 

   ②研究開発の成果 

研究成果としては、特許出願６５件（うち国外特許１０件、成立済特許１５件）を行い、研究内

容の論文誌掲載１９８件、口頭発表９９件など広く成果を発表した。 

     また、本事業の研究成果として「超精密高速ステージ」をはじめ１３種類の試作機（品）を製作

し、さらに、本事業の研究成果を活用し経済産業省の地域新生コンソーシアム研究開発事業等に展

開した結果、「ナノサージャリー装置」をはじめ、完成度の高い７種類の試作機（品）を製作した。 

     事業化については、ナノサージャリー装置の販売達成を皮切りに製品化に拍車がかかり１２品目

の販売価格の提示がなされている。また、本事業の研究成果をより広範囲の用途向けに販売企画さ

れた「超精密高速ステージ」と「軽量化ステージ」を基にしたナノポジシステムは一般精密機工部

品商社の中央精機から販売が開始されたことは特筆される。 

   ③多様な情報発信 

     研究成果の外部発表については、独自に技術シンポジウムを開催し研究成果を発表するとともに、

国内外の学会・フォーラムなどで学術論文、研究成果の発表を行った。さらに、セミコンジャパン

及びセミコンウエストなどの展示会への出展など、積極的に情報発信を行った。 

併せて、本事業独自のホームページ及びメーリングリストを立ち上げ、研究発表の内容、共同研

究の申し込み、展示会広報など、様々な情報を発信した。 

その結果、３，０００人・社を超える研究者、大学、研究機関、企業等とのネットワークを構築

することができた。 

   ④ネットワーク型地域ＣＯＥの構築 

     ネットワーク型地域ＣＯＥの構築については、（財）くまもとテクノ産業財団共同研究棟（コア

研究室、クリーンルーム）と、それを補完する熊本大学、新事業支援施設のサブコア研究室を中心

に半導体分野における研究開発の推進体制が構築された。また、「九州半導体イノベーション協議

会」の発足により、九州における半導体産業の研究開発機能の強化や広域的な産学連携のネットワ

ークも構築され、研究開発技術者や研究者間においても「熊本半導体・ナノテクノロジー研究会」

「ＱＴＡＴ熊本研究会」が結成された。産業界においても県工業連合会に半導体活動グループが新
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たに設置された他、生産連携グループのＧａｍａｄａｓや生産技術開発協同組合が設立されるなど、

産学行政連携のより一層の強化が進んだ。

     また、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を支える人材を地域から継続的に育成・輩出すべくネッ

トワーク型半導体教育・研修システムを構築し、平成１３年度の試行を経て、平成１４年度から８

～１０講座を開講し、これまで３００名を超える受講生が参加した。 

   ⑤その他 

本県における本事業の取り組みは、研究成果に対する高い評価を得ているだけでなく、産学行政

連携の事例としても高い評価を受け、平成１５年６月に京都で開催された「第２回産学官連携推進

会議」において産学官連携ベスト１０に選出され「文部科学大臣賞」を受賞した。 

 

 （４）今後の展開 

今後の展開については、フェーズⅠ、Ⅱにおいて、コア研究室の整備・充実、産学行政ネットワー

クの構築、研究交流促進会議等事業推進体制の構築と概ね順調に進捗しており、フェーズⅢにおいて

も、引き続き地域の取り組みとして「ネットワーク型地域ＣＯＥ」の構築を図っていく。具体的には、

平成１５年３月に発表した「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」について、知事を本部長とする

「セミコンフォレスト本部」及び産学行政による推進組織である「セミコンフォレスト推進会議」を

中心に推進するとともに、本事業のフェーズⅢにおいてネットワーク型地域ＣＯＥの構築を具体的に

推進するため、平成１６年度に新たに予算化した以下の事業により「ネットワーク型地域ＣＯＥ」の

基盤強化を図る。併せて、（財）くまもとテクノ産業財団共同研究棟にあるコア研究室を附属電子応

用機械技術研究所に統合し、半導体技術に関する研究開発の核となる「半導体リサーチ＆エンジニア

リングセンター（仮称）」として組織化するとともに、同財団内に「ネットワーク型半導体教育・研

修センター（仮称）」としての機能を充実し、引き続き、大学、高専、技術短期大学校、工業技術セ

ンター及び半導体メーカーと連携して「ネットワーク型半導体教育・研修講座」を推進する。また、

スキルバンクについては、財団内の知的財産グループにおいてスキルバンク機能を維持し、特許化及

び知的財産の有効活用を検討することとしている。 

さらに、九州半導体イノベーション協議会などの広域的な組織とも連携を図り、本県だけにとどま

らず、九州全域、全国さらには世界の半導体産業拠点との連携を図り、ネットワーク型地域ＣＯＥの

基盤強化に努めることとしている。 

○「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 超精密半導体計測技術産業化促進事業」 

本事業による研究成果のうち、製品化、商品化の一歩手前まできている研究成果に対して資金的

な支援を行い、確実な事業化推進を図る。併せて事業化推進の支援を行うための「超精密半導体技

術産業化会議」を設置した。 

     ○｢地域結集型共同研究成果産業化促進事業 ネットワーク型地域ＣＯＥ基盤強化事業｣ 

本事業に関わった研究者をはじめ、半導体分野に関わる研究者ネットワークを構築するとともに、

半導体分野における世界的な研究開発・技術移転拠点として必要な研究開発及び体制を構築し、半

導体分野における研究開発及び技術移転の拠点化を図る。 

    ○○「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 研究成果出展等情報発信事業」 

研究成果の出展や発表、ホームページでの情報発信などを引き続き行い、新技術、新産業の創出

を継続的に行える体制を構築する。 

 



図Ⅱ－（１） 熊本県の産業・科学技術政策 

１９９９．１０
（~2004.9）

１９９９．５ 熊本県科学技術振興指針熊本県科学技術振興指針

熊本県総合計画熊本県総合計画
（パートナーシップ２１くまもと）（パートナーシップ２１くまもと）２０００．６

■重点５分野
①新製造技術、②情報通信、③環境、
④ ﾊ ｲ゙ ｵ ﾃ ｸ ﾉﾛ ｼ ﾞー 、⑤医療福祉

■重点５分野
①①新製造技術新製造技術、②情報通信、③環境、
④ ﾊ ｲ゙ ｵ ﾃ ｸ ﾉﾛ ｼ ﾞー 、⑤医療福祉

熊本県工業振興ビジョン熊本県工業振興ビジョン２０００．１１

熊本テクノポリス計画熊本テクノポリス計画
２０年近い技術開発・基盤整備の努力

１９８４
（～２０００）

半導体分野を中心とする一貫した産業・科学技術政策半導体分野を中心とする一貫した産業・科学技術政策

・テクノリサーチパーク・セミコンテクノパークの整備

熊本県における産業・科学技術政策熊本県における産業・科学技術政策

２００３．３

「熊本半導体産業特区計画」「熊本半導体産業特区計画」２００３．８

・テクノポリスセンター ・テクノ財団共同研究棟の整備
・産学共同研究助成制度の創設 ｅｔｃ．

■重点戦略分野
ＡＡ A utom ation
Ｂ B iotechnology
Ｃ C om puter
Ｄ D ata Processing

■重点戦略分野
Ａ A utom ation
Ｂ B iotechnology
Ｃ C om puter
Ｄ D ata Processing

１９９８ 【【ｷ ｶ゙ ﾋ゙ ｯ゙ﾄ半導体生産現場適応技術開発の実ｷ ｶ゙ ﾋ゙ ｯ゙ﾄ半導体生産現場適応技術開発の実
現可能性に関する調査現可能性に関する調査】】

【【結集型共同研究成果産業化促進事業結集型共同研究成果産業化促進事業】】
「熊本県半導体関連産業地域再生計画」２００４．６

＜目標＞＜目標＞
１．ﾈ ｯﾄﾜ ｰ ｸ型地域１．ﾈ ｯﾄﾜ ｰ ｸ型地域 C O EC O Eの構築の構築
２．新産業創出を展開２．新産業創出を展開
３．人材育成３．人材育成

【【熊本県地域結集型共同研究事業熊本県地域結集型共同研究事業】】

～超精密半導体計測技術開発～～超精密半導体計測技術開発～

『『熊本セミコンダクタ・フォレスト構想熊本セミコンダクタ・フォレスト構想』』

（結集型 ﾌｪｰ ｽ ﾞ（結集型 ﾌｪｰ ｽ ﾞⅢⅢ））

２００４～
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